２０２０年度　特別養護老人ホームセラウ゛ｲ　事業計画
特別養護老人ホームセラウ゛ｲは、法人の基本理念である「ご利用者中心のサービスの提供（安心、安全、普通の暮らし」及び「笑顔でご利用者の心に寄り添うサービスを提供します」「地域と繋がり助け合う、開かれた施設を目指します」「専門職としての自覚を持ち、互いに成長できる職場環境を作ります」に基づき、ご利用者一人ひとりの生き方（価値観）が尊重される日常生活を支援し、安心かつ満足して暮らしていただくことのできる施設運営を目指します。
１　施設運営の基本方針
（1） 地域との協働と社会貢献
地域との連携体制の強化
1 地域のケアマネジャーや地域包括支援センターと連携を密にし、低所得者や家族の病気その他の理由で急遽居宅サービス継続が出来なくなった方々、緊急に介護施設サービスを利用したい方々を積極的に受け入れる。その他に、虐待等家庭の事情により緊急に保護を要する要介護高齢者を、出来るだけ早急に受け入れる。
2 近隣地域のケアマネジャーと日頃から交流を持ち、日々情報の交換を行う。
3 小・中・高校生の体験学習、大学生のインターンシップを積極的に受け入れるとともに、就労訓練希望の小・中・高校生及び付添ボランティアを受け入れる。
4 地域ボランティアを積極的に受け入れ、協働してご利用者の豊かな生活を支援する。
5 生計困難者に対する負担軽減を実施する。
6 震災等緊急時には地域の要介護高齢者等を受け入れる。
7 ホームページや広報誌を通じて、施設情報を積極的に公開していく。
（2） ご利用者中心のサービスの提供
①リスクマネジメントの徹底
●「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針」に基づき、感染防止対策委員会を定例開催するとともに感染症管理体制を強化する。
●身体的拘束等の適正化に関する指針」に基づきご利用者本人または他のご利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他ご利用者の行動を制限する行為を行わないことを職員に徹底するとともに、身体拘束廃止委員会を定例開催して、拘束廃止に向けての解決策を検討する。
●「事故発生の防止のための指針」に基づき事故防止対策委員会の定例開催を行い、事故防止体制の強化に努める。また、事故防止のための福祉機器や用具等の充実を図る。
●「苦情受付担当窓口」「虐待防止受付担当窓口」を設け、ご利用者及びご家族等からの苦情、虐待通報に速やかに対応し、解決を図る。
②看取り介護の推進と医療連携ケアの向上
●配置医師と協働しご利用者及びご家族が望まれる医療・ケアの提供に努める。
●看取り介護マニュアルの見直し、外部研修への派遣等職員が不安なく看取り介護に取り組める体制作りを進める。
③ケアマネジメント体制の充実
●ご利用者のニーズに沿いつつ、ご利用者が尊厳を保持し有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、個別サービス計画を多職種協働で策定し、計画に沿ったサービスを提供する。
●各個別サービス計画が日々の生活のなかでどれだけ有効に展開されているか、評価・モニタリングを適切に実施し、個別ケアの充実を図る。
④サービスマナーの向上
●接遇マナー（挨拶・笑顔・丁寧な言葉遣い等）の向上に努める。
●年１回以上実施している職員間のアンケート調査「日々の作業の振り返り」による自己点検・相互点検を継続する。
⑤口腔機能維持、経口摂取維持の推進
●配置医、訪問歯科医師、栄養士、看護職員、機能訓練指導員、介護職員等多職種が共同して、経口摂取維持を図る。※加算算定無し
●訪問歯科医師指導の下に口腔ケアを実施し、口腔機能の維持を図る。※不定期、加算算定無し
（3） 専門職の連携を活かした職場づくり
①研修体制の充実
（研修予定表別途添付）
●法人研修企画部主催の新任職員研修、キャリアパス研修に対象職員が全員参加し、全体研修にも積極的に参加する。
●職員の上位資格取得を推進し、勤務上の配慮など働きながら学べる体制を確保する。※介護福祉士国家試験、喀痰吸引に関する資格　他
②専門性の向上
●人事考課により職員各自のモチベーションアップを図る。※処遇改善、特定処遇改善加算の活用　他
③労働安全衛生の推進
●安全衛生管理として、業務遂行に関連して発生する労働災害及び健康障害を防止するとともに、職員の安全確保と健康の保持増進を図る。
●厚生労働省「職場における腰痛予防対策指針」の概要を職員に周知するとともに、腰痛予防マニュアルを活用し、予防体操等に努める。
●年次有給休暇の計画取得を実施する。
（4） 安定的な経営基盤の確保
①収入の確保と経費節減
●利用率（97％以上）を確保するために、ご利用者の入退所を円滑に行う。
●厚生労働省の指針に沿って、重度要介護高齢者を受け入れ、平均要介護度は4以上を目途とする。
●特定介護職員処遇改善加算等を引き続き取得し、介護職員を主として関係職員の処遇改善を図る。
●節電に努め不要箇所の消灯を徹底する他、光熱水費の節減を図る。
② 施設・設備の更新・改善
●施設機能維持のために、充実計画（修繕計画　他）に基づき、機器の改修・更新や建物の管理に努める。 

③ 防災対策の推進
●災害発生時にご利用者や職員の安全を確保し、事業を中断しないために優先的に行うべきことなどを定めた防災計画を職員に周知させる。※防災用品の充実を図る等
④ 人材確保
●ハローワークや民間の人材紹介業者等を活用したり、実習受け入れ校等各学校への訪問、案内状送付、広告媒体・インターネットの活用等、多面的なアプローチを組み合わせながら、介護・看護職員を確保する。
●実習生受け入れを通して、優秀な人材の推薦入職に努める。
●技能実習生、在留資格介護等外国人介護士の受入れを図る。　※介護
●軽度）心身障害者の受入れを図る。※洗濯、清掃分野　等
２ご利用者へのサービスについて
（１）食事について
①　食事は、各個室に隣接している共同生活室内で摂ることを原則とするが、ご家族等が見えた場合など状況
により、ご希望の場所で摂ることができる。
②　食事開始時間は、朝食7時40分、昼食11時40分、夕食5時を原則とし、午後3時に提供するおやつも含
め、ご利用者の状態等により喫食時間が変更となる場合は、適切に保管のうえ提供する。
③　食事は適温で提供することとし、基本的な栄養所要量を満たしつつ、ご利用者の嗜好や季節の食材を生か
した献立を作成するとともに、医師の発行する食事箋に基づいた治療食や嗜好等による代替食などご利用
者の状況にあった食事とする。
④　ご利用者の低栄養状態等の予防・改善や経口摂取の維持のために多職種が共同し、各ご利用者の食事形態、
食事姿勢、介助方法等を検討し、できるだけ口からの食事摂取が維持できるよう努める。
⑤　個別の嗜好品を取り入れたﾒﾆｭｰ作り、四季折々の行事食を実施し、「食の楽しみ」の場を広げる。
⑥　食事は、主食と副食に分けて、次により実施する。
・主食⇒米飯／粥／ミキサー／高ｶﾛﾘｰ栄養剤
・副食⇒常食／きざみ／極きざみ／ソフト食／ミキサー／高ｶﾛﾘｰ栄養剤
（２）入浴について
①　入浴は、毎週2回を原則とする。なお、入浴形態は、一般浴・個人浴・機械浴とし、ご利用者個々の状態
に最も適した浴槽を使用する。
②　健康状態により医師の指示に基づいて入浴を中止するご利用者に対しては、清拭を実施する。
（３）排泄について
①　排泄は、ご利用者一人ひとりの心身状況に合わせて個別に対応し、できるだけトイレでの排泄が維持でき
るように支援する。
②　居室での排泄介助にあたっては、人としての尊厳に心を配り、カーテンを閉める等プライバシーに配慮し、
身体機能に最も適した方法で行う。
（４）着脱について
着脱介助にあたっては、ご利用者の身体状況を熟知したうえで、不適切に身体を動かしたために脱臼・骨
折等の事故が発生することのないように行う。
（５）移乗について
移乗介助にあたっては、移乗時の打撲・骨折等に十分に注意する。安全・安楽に移乗介助が行われるよう、
必要に応じて福祉用具等を活用する。また、車椅子のブレーキ・タイヤの状態等に留意し、点検を日頃よ
り適切に行う。
（６）体位変換について
体位変換の必要なご利用者に対しては、脱臼・骨折等の事故に留意のうえ、適切に行い、褥瘡の予防・治
癒に努める。
（７）健康管理について
①　看護職員は、ご利用者一人ひとりの既往歴や現疾病の状況を十分に把握し、常に体調の変化に留意し、介護職との連携を密にして必要な医療処置、病気の予防等、健康管理に努める。
②　介護士は、日常生活のなかでご利用者の心身状態を注意深く観察し、看護職員との緊密な連携の下に、早
期発見・早期治療に努める。
③　ご利用者が服薬中の薬剤については看護職員が管理し、与薬介助にミスのないように十分に注意する。ま
た、看護職員はご家族等の同意の下に薬剤情報提供書を取り寄せ、薬剤についての情報を的確に介護士に
伝える。
④　ご利用者の診療は、須藤病院所属の配置医が行う（嘱託医契約による）。なお、緊急時には協力医療機関で
ある須藤病院で診療、治療を行う。
（８）機能訓練について
レクリエーション、行事、ご利用者の有する能力を活用した介護等を通じて、身体機能の維持を図るため
の必要な訓練を行う。
３　施設の運営・管理について
（１）入所者の決定について
入所に関して透明性・公平性を確保するために、「入所検討委員会」を定期的に開催し、入所者を決定する。
（２）苦情、虐待対応及び個人情報保護について
1 苦情解決責任者（施設長）並びに苦情受付担当（事務長、生活相談員）は、苦情に対して、誠意ある態度
で真摯に受け止め、理解を得るように努めるとともに、改善すべきことは、施設として早急に取り組むも
のとする。また、必要に応じて、外部委員によって構成されている苦情解決委員会に諮り、公正中立の立
場に立った適正な解決に努める。
2 虐待防止受付担当者（施設長、事務長、生活相談員）は、虐待通報を受けた場合はその内容を速やかに区
市町村に報告するとともに事実確認を行い、虐待防止委員会を開催し改善策を検討して、その結果を通報者、
区市町村に報告するものとする。
③　全ての職員は個人情報を適切に管理し、ご利用者及びご家族から予め同意を得ない限り、ご利用者及びご
家族の個人情報を第三者に提供しないものとする。
（３）家族との交流、連携について
面会時等、施設運営等についての説明を行うとともに、意見交換・交流により、施設運営等について理解
と協力を得る。また常に、ご利用者本人・ご家族等の意向を把握し、施設運営に活かすように努める。ご
家族等とはご利用者の体調変化など日頃より連絡を密にし、相互信頼関係を築くよう努めるとともに、制
度改正や施設運営上の変更等がある場合には、その情報を適時かつ的確に提供する。
（４）広報活動について
ホームページを活用し、定期的に施設の最新情報を発信する。
（5） 業務の見直しと改善について
年次有給休暇の計画取得、残業の解消等労務管理を改善し、職員のモチベーションアップを図る。
（６）火災の予防と訓練について
施設長は、防火管理責任者として、防災設備及び防災用具等の確保と点検を定期的に実施するとともに、
火災・地震等の災害に備えて、「自衛消防計画」に基づき訓練を実施する。
（７）防災の予防と訓練について
「火災の予防と訓練」同様にして、定期的に実施する。
（８）防犯の予防と訓練について
「火災の予防と訓練」同様にして、定期的に実施する。
